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シン・子育て王国とっとり計画骨子案に係るパブリックコメントの実施結果について 

 

令和６年１月 19日  

子育て王国課  
 

 このたび「シン・子育て王国とっとり計画」の策定に当たり、骨子案に対するパブリックコメント

を実施しましたので、その結果を報告します。  

 今回頂いた意見や子育て王国とっとり会議等の意見を踏まえ、３月中をめどに計画を策定する予定

です。  
 

１ 募集期間  

 令和５年１２月２０日（水）から令和６年１月１５日（月）まで  
 

２ 受付意見数  

 １０８件（５５名）内訳は下表のとおり                単位：件（人） 

郵送 ファックス 電子 

メール 

意見募集箱 
(県民参画協働課･ 
総合事務所等) 

電子申請 

サービス 

計 

１ 

(１) 

 ４ 

 (２) 

 ２４ 

 (５) 

 ０※ 

(０) 

  ７９ 

(４７) 

  １０８ 

(５５) 

   ※各市町村の意見募集箱に応募があったものが追加になる場合がある 
 

３ 主な意見と対応方針  

＜対応方針区分＞計画に反映（○） 対応不可（×） 

 意見概要 対応方針 

保
育
料
・
保
育
ニ
ー
ズ 

３歳未満児の保育料を第１子から無償化して
ほしい。 

引き続き、市町村や保育現場の意見を踏
まえながら、本県独自の更なる保育料の
軽減策について検討を進める。 

○ 

育休から復帰したが、子の体調不良による仕事
への影響が大きい。病児保育などの拡充、手続
きの簡素化を切に願う。 

市町村や利用者等の意見を踏まえなが
ら、利便性の向上について検討する。 

○ 

一時預かり利用時の登録（病院受診、各園への
空き状況の確認・申込等）について、施設予約
サービス等の一覧で調べられるようにしてほ
しい。 

市町村や利用者等の意見を踏まえなが
ら、利便性の向上について検討する。 

○ 

保育士の待遇改善、職場環境改善及び園のマネ
ジメントの質の向上が必要。  

市町村と連携して保育人材不足を解消
する取組を進めるとともに、鳥取県独自
の加配制度による配置基準改善、保育現
場の負担軽減を図り、多様な保育ニーズ
に対応していく。処遇改善については引
き続き国に働きかけていく。 

○ 

産
後
ケ
ア
等 

産後ケア施設の運営が大変なので、支援をお願
いしたい。 

どこに住んでいても産後ケアを受けら
れるよう、十分な産後ケア施設や助産師
の確保に向けて市町村等と協調しなが
ら取り組んでいく。産後の女性がためら
わず産後ケア等の支援を受けるための
環境を整備していく。 

○ 
以下の点など産後ケアを充実してほしい。 
・産後ケアがあることをもっと周知してほしい 
・利用したいときに予約が取れないので施設数

を増やしてほしい 
・利用時の申請手続を簡単にしてほしい 
・誰もが利用できるよう利用のハードルを下げ

てほしい 
・無償で利用できる対象期間を広げてほしい 
多胎児の家族への支援を充実してほしい（一時
預かり利用時の補助、優先的な予約枠の確保、
産後ケア利用上限数の増・対象期間延長など） 

市町村の意見や施設の利用状況を踏ま
えながら、支援の充実を検討していく。 

○ 

妊
娠 

若いうちからプレコンセプションケアについ
て知っておけばよかった。自分の大切さ、相手
を思いやる大切さなど、性教育の視点も入れて
いただきたい。 

県助産師会の協力を得て、性別を問わ
ず、早い段階から性や妊娠に関する正し
い知識を得られるよう、引き続き普及啓
発や相談支援を行う。 

○ 

不妊治療の保険適用外の治療（着床前検査な
ど）の支援、保険適用時の自己負担額軽減の助
成金をお願いしたい。 

不妊治療の経済的負担の更なる軽減を
図るとともに、不妊治療に係る保険適用
の範囲の拡充を国に働きかける。 

○ 
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 意見概要 対応方針 

子
ど
も
の
居
場
所 

放課後児童クラブの利用上限が６年次まで拡
大され大変助かったので、取組を継続してほし
い。支援員が慢性的に不足しているが、学校後
の生活時間の主要部分になるので、質を上げる
ことが大事。 

市町村や利用者等の意見を踏まえなが
ら、放課後の子どもの居場所づくりを推
進していく。 

○ 

児童館は子育て支援の拠点の一つであるべき
だが利用が低調。制度とニーズのミスマッチが
検証されず、放置されている。 

親子の交流拠点や居場所として活用さ
れるよう、利用者の声を聞きながら、市
町村を通じて支援していく。 

○ 

廃校、機能縮減される公共施設及び空き家を利
活用して、屋内の子どもの居場所を充実してほ
しい。 

地域の資源・人材を活用しながら、安全
で安心な子どもの居場所を充実させて
いく。 

○ 

不
登
校 

フリースクールは登校に困難を感じる生徒に
寄り添った指導を期待されている。ガイドライ
ン準拠の認定後も監査等により質の向上をお
願いしたい。 

子どもの成長にふさわしい安全・安心な
居場所づくり、多様な学びの場の確保を
進めていく。（フリースクールについて、
ガイドライン準拠の認定後も、適切な学
びが提供されるよう、訪問指導、助言等
を行っていく。） 

○ 

教
育 

アイデンティティ形成の一つとして、子どもた
ちが自分の地域を誇れる教育を取り入れては
どうか。自分のふるさとの魅力に気づき安心感
や誇りをもたせることで、進学のため都市部へ
転出した子どもたちも将来鳥取へUターンした
いと考えるきっかけになると思う。 

地域の特色、身近な自然や文化・伝統に
親しむ遊びや学びをとおして、自分の住
む地域のすばらしさや魅力を知り愛着
をもつ「ふるさとキャリア教育」を推進
していく。 

○ 

「子ども真ん中社会の実現」に繋がると考える
ので、学童期・思春期の取組の前文に「子ども
自身が考え・企画・行動する機会を増やすこと」
を追加し、「子ども参画型の鳥取県を目指す」と
の内容表現をしていただきたい。 

学童期・思春期の取組の基本的な方向性
であり、前文に記載する。 

○ 

物価高騰で学校給食を取り巻く状況が厳しい
が、人間にとって美味しさや土地への親しみを
感じながら摂る食事ほど大切なものはないの
で、学校給食の充実と温かみのある食育を推進
してほしい。 

地場産物を活用した学校給食の実施と
ともに、児童生徒がふるさとの良さを知
り、ふるさとを想う心を育むよう、食育
の推進を図る。 

○ 

障
が
い 

発達障がいの子どもを持つ親が講習を受けて
ペアレントメンターになるが、活動の場が無い
と聞くので、活躍場所を設定してほしい。 

ペアレントメンターの活動促進が図ら
れるよう周知を行い、活躍の場の確保に
努める。 

○ 

育
児
休
業 

夫の職場は育児休業を取りたいと言える雰囲
気がなく、誰 1 人と育休を取得していない。企
業によって状況に大差があるが、県内のすみず
みの企業まで男性の育休取得推進を呼びかけ
ほしい。 

男性従業員の育休取得に取り組む企業
に対する専門家による助言・伴走支援や
奨励金支給を行い、男女問わず子育てし
やすい職場環境整備を支援する。また、
「男性の育児休業取得が当たり前」の機
運醸成を高めるため、県民・企業を対象
とした普及啓発を行う。 

○ 

結
婚
支
援 

行政が婚活支援を行うことは、結婚の自由や個
人の価値観に行政が関与するということにな
る。行政が行う官製婚活、婚活支援は今すぐや
めるべき。 

結婚を望む方も望まない方も尊重しな
がら、望む方に対し、出会いの機会の創
出、婚活支援を行っていく。 

× 
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 令和５年度第２回新生公立鳥取環境大学運営協議会について 

                                                              令和６年１月１９日 
                                      総合教育推進課 

令和５年度第２回新生公立鳥取環境大学運営協議会を開催しましたので、その概要を報告します。 

１ 日 時 令和６年１月11日（木）14:30～15:00 

２ 場 所 県庁 特別会議室 

３ 出席者  〔新生公立鳥取環境大学運営協議会〕（会長）平井知事（副会長）深澤鳥取市長 他委員２名 
〔公立大学法人公立鳥取環境大学〕 江﨑理事長兼学長 西山副理事長 小林理事兼副学長  

田中理事兼事務局長  
４ 協議事項 
（１）第３期公立大学法人公立鳥取環境大学中期計画（令和６年度～令和１１年度）について 

地方独立行政法人法に基づき、設立団体が定めた中期目標を達成するため大学が定める中期計画につ
いて、承認された。 

＜第３期中期計画のポイント＞ 
・時代の先を見通し未来を切り拓く次世代リーダーづくり 
   ＳＤＧｓや脱炭素に関する知識やスキルを社会やビジネスなどで実践できるグリーン人材、デ

ジタル人材の育成を通じて、未来を切り拓く人材を輩出する大学を目指す。 
・成長実感を高める学生のための大学づくり 

予測困難な時代に求められる変化対応力が身に付く、個々の学生の成長に寄り添う「学生目線」
「学生本位」の教育により、学生が成長を実感できる魅力ある大学を目指す。 

・多様な人々と協働し地域とともに汗をかく地域の未来づくり 
大学の資源を活かした教育・研究・地域連携など諸活動を実践深化し、学内外の多様な人々と

協働し、新たな価値の創出や優れた人材を輩出する、地域にとってかけがえのない大学を目指す。 

＜達成すべき目標等（主なもの）＞  
・県内就職率…期間内に30%以上（R4：21.5%）  ・県内入学率…期間内に30%以上（R5:23.4%） 
・ＣＯ２排出量…期間内に基準年比二酸化炭素排出量60％削減 
・競争的外部資金の申請数及び採択率…近県公立大の平均以上 

(申請数 R4:29件(近県公立大平均:20.5件)、採択率 27.6%(近県公立大平均:21.8%)） 
・女性教員比率･･･期間内に23%以上 
・学生の英語能力…ＣＥＦＲ Ｂ１レベル（英検２級など）以上を年間100人以上（R4:137人） 

（２）令和６年度公立鳥取環境大学運営費交付金等について 
地方独立行政法人法に基づき、設立団体が交付する交付金等の予定額について承認された。 
                                                         （単位：千円） 

項  目 R6予算額 R5予算額 差額 内   容 
① 運営費交付金 993,860 929,872 63,988  
 通常分 827,962 827,962 0 標準支出見込額－標準収入見込額 

特別分(臨時的経費) 138,302 12,066 126,236 全学ネットワークシステム更新 等 

特別分(退職金) 27,596 20,444 7,152 3名分 

特別分(光熱費) 0 69,400 △69,400  
② 大規模修繕費補助金 50,316 97,412 △47,096 大学ZEB化 

（太陽光発電設備設計、照明LED化等） 

③ 授業料等減免費交付金 83,034 81,838 1,196 修学支援新制度分 
合 計（①＋②＋③） 1,127,210 1,109,122 18,088  

（３）令和６年度新生公立鳥取環境大学運営協議会事業計画及び予算について 
新生公立鳥取環境大学運営協議会規約に基づき、協議会の事務の管理及び執行に関する事業計画及

び予算について承認された。 

５ 主な意見等 
  ・令和６年能登半島地震では大変な被害が発生しており、県市ともに救援を送っているところだが、大

学においても受験や勉学の機会に恵まれない学生に向けた支援を検討いただきたい。 
・地域の公立大学のあるべき姿として、人材不足などの地域課題や地域住民の願いに向き合いながら大
学運営いただくよう期待している。 

・４月から始まる第３期中期目標期間において、人口減少や少子化など困難な状況ではあるが、この鳥
取の地において、知の拠点として様々な活動を展開していただきたい。 

総事業費150,946千円のうち環境省助成（補助率2/3）を除いた額 
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